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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数のエネルギー印加要素を備える積層一体型構成要素装置であって、
　第１表面を含む第１層、及び第２表面を含む第２層であって、前記第１表面の少なくと
も一部が、前記第２表面の少なくとも一部の上にある、第１層及び第２層と、
　前記第１表面上の電気接触子と、前記第２表面上の電気接触子との間の少なくとも１つ
の電気接続部と、
　少なくとも１つの電気トランジスタであって、前記電気トランジスタは、前記積層一体
型構成要素装置に含まれる、電気トランジスタと、
　少なくとも第１及び第２ディスクリートのエネルギー印加要素であって、前記ディスク
リートのエネルギー印加要素は、前記第１層及び前記第２層のいずれか、又は両方に含ま
れる、ディスクリートのエネルギー印加要素と、
　前記エネルギー印加要素を通じて流れる電流を検出するように構成された感知素子を含
む自己試験回路であって、前記自己試験回路は、前記エネルギー印加要素の１つが、過剰
な電流引き込み条件を生じているかどうかを判定するように構成される、自己試験回路と
を含む、積層一体型構成要素装置。
【請求項２】
　様々な電力供給条件を定義するために、前記エネルギー印加要素を組み合わせるように
構成されたスイッチング素子と、
　前記エネルギー印加要素が接続されて定義する前記電力供給条件を制御するように構成
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されたマイクロコントローラと、を更に含む、請求項１に記載の積層一体型構成要素装置
。
【請求項３】
　前記マイクロコントローラからの制御信号レベルの変化を、前記スイッチング素子への
状態変化へと指数付けするように構成された、スイッチコントローラーを更に含む、請求
項２に記載の積層一体型構成要素装置。
【請求項４】
　前記自己試験回路は、抵抗要素を通じた電圧降下を、基準電圧と比較するように構成さ
れている、請求項１～３のいずれかに記載の積層一体型構成要素装置。
【請求項５】
　前記自己試験回路は、エネルギー印加要素の複数の群のそれぞれを、前記群の接地戻り
ラインを切断することによって、一度に１つずつ周期的に分離し、前記電流引き込みが減
少するかどうかを判定することによって、前記過剰な電流引き込み条件の原因を分離する
ように構成されている、請求項１～４のいずれかに記載の積層一体型構成要素装置。
【請求項６】
　前記自己試験回路は、前記群が分離されたときに、前記電流引き込みが通常の仕様に戻
る場合、更なる分離ループを実行するように構成され、前記自己試験回路は、前記群内の
各エネルギー印加要素のバイアスを切断し、各エネルギー印加要素が分離された後の前記
電流引き込みを感知するように構成されている、請求項５に記載の積層一体型構成要素装
置。
【請求項７】
　前記自己試験回路は、前記電流引き込みが許容可能な値に戻らないまま、前記更なる分
離ループが、前記群内の前記エネルギー印加要素全てに関して進められた場合、電力供給
システムから前記群全体を無効化するように構成されている、請求項６に記載の積層一体
型構成要素装置。
【請求項８】
　前記自己試験回路は、前記エネルギー印加要素の分離により前記電流引き込みが通常の
状態に戻る場合、前記エネルギー印加要素を前記電力供給システムから切断するように構
成されている、請求項７に記載の積層一体型構成要素装置。
【請求項９】
　前記ディスクリートのエネルギー印加要素は、２００μｍ未満の厚さを有する、請求項
１～８のいずれか一項に記載の積層一体型構成要素装置。
【請求項１０】
　第１電気的共通接続部であって、前記第１電気的共通接続部は、前記第１ディスクリー
トのエネルギー印加要素の接地接続部と接触する、第１電気的共通接続部と、
　前記第２ディスクリートのエネルギー印加要素の接地接続部と接触する、第２電気的共
通接続部と、
　前記第１ディスクリートのエネルギー印加要素のバイアス接続部と接触する、第１電気
バイアス接続部と、
　前記第２ディスクリートのエネルギー印加要素のバイアス接続部と接触する、第２電気
バイアス接続部と、を更に含む、請求項１～９のいずれか一項に記載の積層一体型構成要
素装置。
【請求項１１】
　前記第１電気的共通接続部が、前記第２電気的共通接続部と電気的に接続されて、少な
くとも２つの前記エネルギー印加要素のための単一の共通接続部を形成する、請求項１０
に記載の積層一体型構成要素装置。
【請求項１２】
　前記第１電気バイアス接続部が、前記第２電気バイアス接続部と電気的に接続されて、
前記少なくとも２つのエネルギー印加要素のための単一のバイアス接続部を形成する、請
求項１１に記載の積層一体型構成要素装置。
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【請求項１３】
　前記第１電気バイアス接続部は、第１集積回路の第１電力供給入力部に電気接続されて
おり、
　前記第２電気バイアス接続部は、第１集積回路の第２電力供給入力部に電気接続されて
いる、請求項１０に記載の積層一体型構成要素装置。
【請求項１４】
　前記第１集積回路は、第１出力電力供給部を生成し、
　第２集積回路は、前記第１出力電力供給部に電気接続されている、請求項１３に記載の
積層一体型構成要素装置。
【請求項１５】
　前記第１集積回路は、少なくとも第１スイッチと、前記第１電力供給入力部、及び前記
第２電力供給入力部とを組み合わせて、第１出力電力供給部を生成し、前記第１出力電力
供給部は、前記第１ディスクリートのエネルギー印加要素及び前記第２ディスクリートの
エネルギー印加要素と同じ電圧能力を有し、
　前記第１出力電力供給部は、前記第１ディスクリートのエネルギー印加要素及び前記第
２ディスクリートのエネルギー印加要素の、組み合わせた電流能力を有する、請求項１４
に記載の積層一体型構成要素装置。
【請求項１６】
　前記第１集積回路は、少なくとも第１スイッチと、前記第１電力供給入力部、及び前記
第２電気的共通接続部とを組み合わせて、第１出力電力供給部を生成し、前記第１出力電
力供給部は、前記第１ディスクリートのエネルギー印加要素及び前記第２ディスクリート
のエネルギー印加要素の少ない方の電流能力と等しい電流能力を有し、
　前記第１出力電力供給部は、前記第１ディスクリートのエネルギー印加要素及び前記第
２ディスクリートのエネルギー印加要素の、組み合わせた電気バイアスを有する、請求項
１４に記載の積層一体型構成要素装置。
【請求項１７】
　前記第１層及び前記第２層からの全ての電気接続部が、前記積層一体型構成要素装置の
いずれの外部有線接続部とも接続されていない、請求項１４に記載の積層一体型構成要素
装置。
【請求項１８】
　前記積層一体型構成要素装置内の、ディスクリートのエネルギー印加要素の数が、４つ
以上である、請求項１～１７のいずれか一項に記載の積層一体型構成要素装置。
【請求項１９】
　複数のエネルギー印加要素の組み合わせとして形成される未加工電力供給部の数は、２
つ以上である、請求項１～１８のいずれか一項に記載の積層一体型構成要素装置。
【請求項２０】
　複数のエネルギー印加要素の組み合わせとして形成された少なくとも第１未加工電力供
給部は、容量性要素に接続されている、請求項１～１９のいずれか一項に記載の積層一体
型構成要素装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は複数のエネルギー印加要素を備える積層一体型構成要素装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、コンタクトレンズ、眼内レンズ、又は涙点プラグなどの眼科用装置には、矯
正的、美容的、又は治療的性質を有する生体適合性装置が含まれていた。コンタクトレン
ズは、例えば、視力矯正機能、美容強化、及び治療効果のうちの１つ又は２つ以上を提供
することができる。各機能は、レンズの物理的特性によって与えられる。レンズに屈折性
を取り入れた設計により、視力矯正機能を与えることができる。レンズに色素を取り入れ
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ることにより、美容増進効果を与えることができる。レンズに活性薬剤を取り入れること
により、治療的機能を与えることができる。こうした物理的特性は、レンズがエネルギー
印加された状態になることなく実現される。涙点プラグは、従来より受動的装置であった
。
【０００３】
　更に近年では、コンタクトレンズに能動的要素を組み込み得ることが理論化されている
。一部の構成要素は、半導体装置を含み得る。動物の目に入れられるコンタクトレンズに
埋め込まれた半導体装置を示したいくつかの例がある。様々な方法でこうした能動構成要
素をレンズ構造自体の内部においてエネルギー印加し、作動させる方法についてもこれま
でに述べられている。レンズ構造により画定される空間のトポロジー及びサイズは、様々
な機能を画定するための新規かつ挑戦的な環境を形成している。一般的に、これらの開示
には個別の装置が含まれている。しかしながら、現在存在する個別の装置のサイズ及び度
数の要求条件は、必ずしも人の目に装用される装置に組み込むことだけに適用されるもの
ではない。そのような眼科学的な背景に対処する技術的な実施形態は、眼科の要求に対処
するだけでなく、給電式電気装置の更に一般的な技術的余地に対する新規な実施形態をも
包含する解決策を生み出すことを必要としている。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　したがって、本発明は、第１表面を含む第１層及び第２表面を含む第２層であって、第
１表面の少なくとも一部が、第２表面の少なくとも一部の上にある、第１層及び第２層と
、第１表面上の電気接触子と、第２表面上の電気接触子との間の、少なくとも１つの電気
接続部と、少なくとも１つの電気トランジスタであって、電気トランジスタは積層一体型
構成要素装置内に含まれる、電気トランジスタと、少なくとも第１及び第２ディスクリー
トのエネルギー印加要素であって、ディスクリートのエネルギー印加要素は、第１及び第
２層の一方又は両方に含まれる、第１及び第２ディスクリートのエネルギー印加要素と、
エネルギー印加要素を通じて流れる電流を検出するように構成された感知素子を含む、自
己試験回路であって、自己試験回路は、エネルギー印加要素の１つが過剰な電流引き込み
条件を生じているかを判定するように構成されている、自己試験回路とを含む、複数のエ
ネルギー印加要素を有する、積層一体型構成要素装置をもたらす。
【０００５】
　自己試験回路は、抵抗要素を通じた電圧降下と基準電圧を比較するように構成され得る
。
【０００６】
　エネルギー印加要素の複数の群のそれぞれを、上記群の接地戻りラインを切断すること
によって、一度に１つずつ周期的に分離し、電流引き込みが減少するかどうかを判定する
ことによって、過剰な電流引き込み条件の原因を分離するように構成され得る。
【０００７】
　自己試験回路は、上記群が分離されたときに、電流引き込みが通常の仕様に戻る場合、
更なる分離ループを実行するように構成されてもよく、自己試験回路は、上記群内の各エ
ネルギー印加要素のバイアスを切断し、各エネルギー印加要素が分離された後の電流引き
込みを感知する。
【０００８】
　自己試験回路は、電流引き込みが許容可能な値に戻らないまま、更なる分離ループが、
上記群内のエネルギー印加要素全てに関して進められた場合、電力供給システムから上記
群全体を無効化するように構成されてもよい。
【０００９】
　自己試験回路は、上記エネルギー印加要素の分離により電流引き込みが通常の状態に戻
る場合、上記エネルギー印加要素を電力供給システムから切断するように構成されてもよ
い。
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【００１０】
　また、第１表面を含む第１層及び第２表面を含む第２層であって、第１表面の少なくと
も一部が、第２表面の少なくとも一部の上にある、第１層及び第２層と、第１表面上の電
気接触子と、第２表面上の電気接触子との間の、少なくとも１つの電気接続部と、少なく
とも１つの電気トランジスタであって、電気トランジスタは積層一体型構成要素装置内に
含まれる、電気トランジスタと、複数のディスクリートのエネルギー印加要素であって、
ディスクリートのエネルギー印加要素は第１層及び第２層の一方又は両方に含まれる、デ
ィスクリートのエネルギー印加要素と、異なる電力供給条件を定義するように、エネルギ
ー印加要素を組み合わせるように構成されたスイッチング素子と、複数のエネルギー印加
要素が接続されて定義する、電力供給条件を制御するように構成されたマイクロコントロ
ーラとを含む、複数のエネルギー印加要素を備える、積層一体型構成要素装置もまたもた
らされる。
【００１１】
　積層一体型構成要素装置は更に、マイクロコントローラからの制御信号レベルの変化を
、スイッチング素子の状態変化へと指数付けするように構成された、スイッチコントロー
ラーを含み得る。
【００１２】
　ディスクリートのエネルギー印加要素は、２００μｍ未満の厚さを有する。
【００１３】
　積層一体型構成要素装置は、更に第１電気的共通接続部であって、第１電気的共通接続
部は第１ディスクリートのエネルギー印加要素の接地接続部と接触している、第１電気的
共通接続部と、第２ディスクリートのエネルギー印加要素の接地接続部と接触している第
２電気的共通接続部と、第１ディスクリートのエネルギー印加要素のバイアス接続部と接
触する第１電気バイアス接続部と、第２ディスクリートのエネルギー印加要素のバイアス
接続部と接触する、第２電気バイアス接続部とを更に含み得る。
【００１４】
　第１電気的共通接続部は、第２電気的共通接続部と電気接続されて、少なくとも２つの
エネルギー印加要素のための単一の共通接続部を形成してもよい。
【００１５】
　第１電気バイアス接続部は、第２電気バイアス接続部と電気接続されて、少なくとも２
つのエネルギー印加要素のための単一の共通接続部を形成してもよい。
【００１６】
　第１電気バイアス接続部は、第１集積回路の第１電力供給入力部に電気接続され、第２
電気バイアス接続部は、第１集積回路の第２電力供給入力部と電気的に接続され得る。
【００１７】
　第１集積回路は、第１出力電力供給部を生成してもよく、第２集積回路は、上記第１出
力供給部に電気接続してもよい。
【００１８】
　第１集積回路は、少なくとも第１スイッチと、第１電力供給入力部、及び第２電力供給
入力部とを組み合わせて、第１出力電力供給部を生成し、第１出力供給部は、第１エネル
ギー印加要素及び第２エネルギー印加要素と同じ電圧能力を有し、第１出力供給部は、第
１エネルギー印加要素及び第２エネルギー印加要素の組み合わせた電流能力を有する。
【００１９】
　第１集積回路は、少なくとも第１スイッチと、第１電力供給入力部、及び第２電気的共
通接続部とを組み合わせて、第１出力電力供給部を生成し、第１出力供給部は、第１エネ
ルギー印加要素及び第２エネルギー印加要素の少ない方の電流能力と等しい電流能力を有
し、第１出力供給部は、第１エネルギー印加要素及び第２エネルギー印加要素の組み合わ
せた電流能力を有する。
【００２０】
　第１及び第２層からの全ての電気接続部は、積層一体型構成要素装置のいずれの外部有
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線接続部とも接続されないことがある。
【００２１】
　積層一体型構成要素装置内のディスクリートのエネルギー印加要素の数は、４つ以上で
あり得る。
【００２２】
　複数のエネルギー印加要素の組み合わせとして形成される、未加工電力供給源の数は、
２つ以上であり得る。
【００２３】
　複数のエネルギー印加要素の組み合わせとして形成される、少なくとも第１未加工電力
供給源は、容量性素子に接続されてもよい。
【００２４】
　この積層は、積層内に含まれる少なくとも１つの構成要素のための電源を含む、１つ又
は２つ以上の層を含み得る。エネルギー印加され、眼用装置内へ組み込まれ得るインサー
トが提供される。この挿入部材は、各層に関して一意的機能を有し得るか、又はあるいは
、複数の層内ではあるが、混合機能を有し得る、複数の層で形成することができる。これ
らの層は、製品のエネルギー印加、又は製品の活性化、又はレンズ本体内部の機能性要素
の制御を行う専用の層を有し得る。加えて、積層された機能化層のインサートを有する眼
科用レンズを形成するための方法及び装置が提供される。
【００２５】
　インサートは、電流を引き込むことが可能な構成要素に電力を供給することが可能な、
エネルギー印加された状態の層を含み得る。要素としては例えば、積層インサート内に配
置するか、又はこれに接続することが可能な可変光学レンズ要素、及び半導体素子のうち
の１つ又は２つ以上が含まれる。
【００２６】
　生体適合性様式の眼科用レンズ内部に含まれる積層された機能化層の剛性又は変形可能
インサートを有し、機能化レンズのうちの少なくとも１つが電源を含む、注型成形された
シリコーンヒドロゲルコンタクトレンズが提供され得る。
【００２７】
　したがって、開示は、エネルギー印加を備える複数の積層から形成された装置のための
技術的枠組みをもたらす。積層された機能化層部分を有する眼科用レンズ、積層された機
能化層部分を有する眼科用レンズを形成するための装置、及び積層された機能化層部分を
有する眼科用レンズを形成するための方法の開示がなされる。インサートは、本明細書に
記載されるような様々な様式で複数の層から形成されてよく、またインサートは、第１成
形型部分及び第２成形型部分のうちの一方又は両方に近接して位置されてもよい。第１成
形型部分と第２成形型部分との間に反応性モノマー混合物を入れる。第１成形型部分を第
２成形型部分に近接して配置することにより、エネルギー印加された基材インサート及び
少なくともいくらかの反応性モノマー混合物が入ったレンズキャビティを形成し、反応性
モノマー混合物に化学線を照射することで眼科用レンズが形成される。反応性モノマー混
合物に照射する化学線を制御することによりレンズを形成することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２８】
【図１】成形型アセンブリ装置を例示している。
【図２】眼用レンズ内に配置され得る、インサートのための代表的な形状因子を例示する
。
【図３】眼用レンズ成形型部分の内部に組み込まれる、積層された機能層で形成されるイ
ンサートの３次元表示を示す。
【図４】インサートを伴う眼科用レンズ成形型部分の断面表示を示す。
【図５】支持及び位置合わせ構成体の上に、複数の積層機能層を含む、インサートを示す
。
【図６】積層された機能層インサート内に層を形成するために使用される構成要素の様々
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な形状を示す。
【図７】電源層のブロック図を例示する。
【図８】ワイヤベースの電源のための形状因子を例示する。
【図９】代表的な眼用レンズ構成要素と関連する、代表的なワイヤベースの電源の形状を
例示する。
【図１０】代表的なワイヤベースの電源の、放射状フィルム層の断面図を例示する。
【図１１】複数の技術による構成要素、及びエネルギー印加源を備える、代表的な積層一
体型構成要素装置を例示する。
【図１２】複数のエネルギー印加要素を備える積層一体型構成要素のための、代表的な回
路図を例示する。
【図１３】複数のエネルギー印加要素を使用する、代表的な可撓性電力供給部を例示する
。
【図１４】複数のエネルギー印加要素を備える積層一体型構成要素の自己診断手順のため
の代表的な方法工程を備える、フローチャートである。
【図１５】複数のエネルギー印加要素が、充電及び放電両方のための動作中である、代表
的な積層一体型構成要素装置を例示する。
【発明を実施するための形態】
【００２９】
　基材インサート装置は、複数の機能下層を積層することによって形成され得る。更に、
本開示は、そのような積層された機能化層基材を、形成されたレンズ内にインサートとし
て有する眼用レンズを製造するための方法及び装置に関する。加えて、眼科用レンズ内へ
組み込まれた積層された機能化層基材インサートを有する眼科用レンズが提示され得る。
【００３０】
　以下の項では、本発明の１つ又は２つ以上の実施形態の詳細な説明が記載される。好ま
しい実施形態及び代替的実施形態の説明はいずれも、あくまで代表的な実施形態に過ぎな
いものであって、当業者にとって、変形、改変、及び変更が明らかとなり得ることは理解
される。したがって、これらの代表的な実施形態は、基礎をなす発明の範囲を限定するも
のではない点は理解されるはずである。
【００３１】
　用語集
　本発明を対象としたこの説明及び特許請求の範囲においては、以下の定義が適用される
様々な用語が用いられ得る。
　エネルギー印加された：本明細書で使用するとき、電流を供給することが可能であるか
、又は電気エネルギーを内部に蓄積させることが可能である状態を指す。
【００３２】
　エネルギー：本明細書において使用するとき、物理的システムが作業を行う能力を指し
、作業を行う際に、電気的動作を実行することができるこのような能力に関連し得る。
【００３３】
　エネルギー源：本明細書で使用するとき、エネルギーを供給し、又は論理若しくは電気
的装置を通電状態に置くことが可能な装置又は層を指す。
【００３４】
　エネルギーハーベスター：本明細書で使用するとき、環境からエネルギーを抽出し、こ
れを電気エネルギーに変換することができる装置を指す。
【００３５】
　機能化：本明細書で使用するとき、例えばエネルギー印加、作動、又は制御を含む機能
を、層又は装置が行うことを可能にすることを指す。
【００３６】
　レンズ：眼内又は眼の表面上に置かれるあらゆる眼科用装置のことを指す。これらの装
具は、光学補正をもたらすことができるか、又は美容用であってもよい。例えば、レンズ
という用語は、コンタクトレンズ、眼内レンズ、オーバーレイレンズ、眼用インサート、
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光学インサート、又は他の同様の、視力が補正若しくは変更されるデバイスか、又は視力
を妨げることなく目の生理機能が美容的に拡張される（例えば、虹彩色）デバイスを指す
ことができる。レンズは、シリコーンヒドロゲルを含むがこれに限定されないシリコーン
エラストマー又はヒドロゲル、及びフルオロヒドロゲルから形成されるソフトコンタクト
レンズである。
【００３７】
　レンズ形成混合物又は「反応性混合物」又は「ＲＭＭ」（反応性モノマー混合物）：本
明細書で使用するとき、硬化及び架橋され得るか、又は架橋されて眼科用レンズを形成し
得るモノマー又はプレポリマー材料を指す。レンズ形成混合物は、ＵＶ遮断剤、染料、光
開始剤、又は触媒、及びコンタクト若しくは眼内レンズなどの眼用レンズにおいて望まれ
得る他の添加剤などの、１つ又は２つ以上の添加剤を有することができる。
【００３８】
　レンズ形成表面：レンズの成形に用いられる表面を指す。このような面１０３～１０４
は、光学品質表面仕上げを有することができる。光学品質表面仕上げとは、表面が十分に
滑らかで、成形型表面に接触しているレンズ形成材料の重合によって作られるレンズ表面
が光学的に許容可能であるように形成されていることを示す。更に、レンズ形成表面１０
３～１０４は、レンズ表面に所望の光学特性を付与するのに必要な幾何学形状を有するこ
とができる。所望の光学特性としては、限定することなく、球面、非球面、及び円筒屈折
力、波面収差補正、角膜トポグラフィ補正などに加えて、これらの任意の組み合わせが挙
げられる。
【００３９】
　リチウムイオン電池：リチウムイオンがセルを通して動くことによって電気的エネルギ
ーを生成する電気化学セルを指す。典型的には電池とよばれるこの電気化学セルは、その
通常の状態に再付勢又は再充電され得る。
【００４０】
　基材インサート：本明細書において使用するとき、眼用レンズ内部のエネルギー源を支
持することが可能な成形可能又は剛性の基材を指す。基材インサートはまた、１つ又は２
つ以上の構成要素を支持してもよい。
【００４１】
　成形型：未硬化の配合物からレンズを形成するために使用可能な、剛性又は半剛性の物
体のことを指す。特定の好ましい成形型は、フロントカーブ成形型部分及びバックカーブ
成形型部分を形成する２つの成形型部分を含む。
【００４２】
　光学ゾーン：本明細書で使用するとき、眼科用レンズの装用者がそこを通して見ること
になる、眼科用レンズの領域を指す。
【００４３】
　電力：本明細書において使用するとき、単位時間当たりに行われる作業又は移送される
エネルギーのことを指す。
【００４４】
　再充電可能、又はエネルギー再印加可能：本明細書において使用するとき、作業するた
めのより高い容量を有する状態へと回復する能力を指し、かつ一定の再構成された時間に
わたって一定の割合で電流を流す能力を備えるように回復する能力を指すことがある。
【００４５】
　再付勢又は再充電する：作業をするための容量がより高い状態へと復元することを指す
。これらの用語は、一定の、再構成された時間にわたって一定の割合で電流を流す能力へ
と装置を回復することに関連し得る。
【００４６】
　成形型から取り外された：レンズが成形型から完全に分離されるか、又は軽い振動によ
って取り外す若しくは綿棒を用いて押し外すことができるように、ほんの軽く付着してい
るだけのいずれかであることを意味する。
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【００４７】
　積層された：本明細書において使用するとき、少なくとも２層の構成層を、層のうちの
一方の面の少なくとも一部が、第２層の第１面と接触するように、互いに近接して配置す
ることを意味する。２層の間には、接着又は他の機能のためのフィルムを、２層がそのフ
ィルムを介して互いに接触するように配置することができる。
【００４８】
　積層一体型構成要素装置：「積層一体型構成要素装置」として、又は場合によって「Ｓ
ＩＣ装置」として本明細書で使用されるとき、基板の薄層を組み立てることができる包装
技術の製品を指し、各層の少なくとも一部分を相互の上に積み重ねることによって電気及
び電気機械装置を動作可能な一体型装置に収容し得る。各層は、様々な種類、材料、形状
及びサイズのコンポーネントデバイスを含み得る。更に、層は、該層に所望され得る様々
な輪郭に適合させ及び該輪郭をとらせる様々なデバイス生産技術により作製されてもよい
。
【００４９】
　説明
　基材インサート１１１が埋め込まれたエネルギー印加されたレンズ１００は、エネルギ
ー蓄積手段として電気化学セルや電池などのエネルギー源１０９と、任意により、眼用レ
ンズが置かれる環境からのエネルギー源を含む材料の封入及び分離とを含む。
【００５０】
　基材インサートはまた、回路、構成要素、及びエネルギー源１０９のパターンを含み得
る。基材インサートは、レンズの着用者がそれを通じて見ることができる光学ゾーンの周
辺部の周りに、回路、構成要素、及びエネルギー源１０９のパターンを位置付けることが
できる。あるいは、インサートは、コンタクトレンズの着用者の視野に悪影響を与えない
程に十分小さい、回路、コンポーネント、及びエネルギー源１０９のパターンを含んでも
よく、したがって基材インサートはそれらを光学ゾーンの内部、又は外側に配置すること
ができる。
【００５１】
　全般的には、基材インサート１１１は、レンズを成形するために使用される成形型部分
に対して、エネルギー源を所望の場所に配置する、オートメーションを介して、眼用レン
ズの内部に統合されてもよい。
【００５２】
　鋳型
　図１を参照すると、眼用レンズ用の代表的な成形型装置１００の図が、基材インサート
１１１を有するものとして例示されている。本明細書で使用するとき、鋳型という用語は
、レンズ形成用混合物の反応又は硬化の際に所望の形状の眼科用レンズが製造されるよう
に、レンズ形成混合物１１０を分配することができる、空洞１０５を有する形態１００を
含む。成形型及び成形型組立品１００は、複数の「成形型部分」又は「成形型片」１０１
～１０２から構成される。成形型部分１０１～１０２を結合させて、キャビティ１０５を
成形型部分１０１と、１０２と、の間に形成し、その中にレンズを形成できるようにする
ことができる。このような鋳型部分１０１～１０２の組み合わせは、一時的であることが
好ましい。レンズが形成されたら、レンズを取り出すために鋳型部分１０１～１０２を再
び分離することができる。
【００５３】
　少なくとも１つの鋳型部分１０１～１０２は、その表面１０３～１０４の少なくとも一
部がレンズ形成用混合物と接触していて、レンズ形成用混合物１１０の反応又は硬化の際
に、表面１０３～１０４が所望の形状及び形態を表面が接触しているレンズ部分にもたら
すようになっている。少なくとも１つの他の鋳型部分１０１～１０２についても同じであ
る。
【００５４】
　こうして、例えば、鋳型組立品１００は、２つの部分１０１～１０２、すなわち雌型の
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凹部片（前側片）１０２と雄型の凸部片（後側片）１０１（それらの間に空洞が形成され
ている）から形成されてもよい。凹部表面１０４のレンズ形成用混合物と接触する部分は
、鋳型組立品１００内に作製すべき眼科レンズの前側湾曲部の湾曲を有するとともに、十
分に滑らかであり、凹部表面１０４と接触しているレンズ形成用混合物の重合によって形
成された眼科レンズの表面が光学的に許容できるものとなるように形成されている。
【００５５】
　前側鋳型片１０２はまた、円形の周縁部１０８と一体でこれを囲む環状フランジを備え
ることができ、このフランジから、軸線に垂直でフランジ（図示せず）から延びる平面内
で延びている。
【００５６】
　レンズ形成表面は、光学品質表面仕上げを備える表面１０３～１０４を含むことができ
、光学品質表面仕上げとは、表面が十分に滑らかで、成型表面に接触しているレンズ形成
材料の重合によって作られるレンズ表面が光学的に許容可能であるように形成されている
ことを示す。更に、レンズ形成表面１０３～１０４は、レンズ表面に所望の光学特性を付
与するのに必要な幾何学形状を有することができる。所望の光学特性としては、限定する
ことなく、球面、非球面、及び円筒屈折力、波面収差補正、角膜トポグラフィ補正などに
加えて、これらの任意の組み合わせが挙げられる。
【００５７】
　１１１に、エネルギー源１０９が配置されることがある基材インサートが示される。基
材インサート１１１は、エネルギー源１０９が定置され得る任意の受容材料であってよく
、また、回路経路、構成要素、及びエネルギー源の使用に有用な他の態様を含んでもよい
。基材インサート１１１は、レンズ形成の際にレンズに組み込むことができる材料の透明
な被覆であってもよい。透明コーティングは、例えば、後述のように、顔料、モノマー、
又は他の生体適合性材料を含むことができる。インサートは、剛性又は成形可能であり得
るインサートを含んだ媒体を含み得る。剛性インサートは、視覚的特性を提供する視覚領
域（視覚補正に利用されるものなど）と、非視覚領域部分とを含み得る。エネルギー源は
、インサートの視覚ゾーン、及び非視覚ゾーンの一方、又は両方に定置され得る。インサ
ートは、剛性か、又は形成可能のいずれかである環状インサート、又はユーザーがそれを
通じて見る視覚ゾーンを迂回する何らかの形状を含み得る。
【００５８】
　基材インサート１１１を成形型部分に挿入してレンズを形成する前に、エネルギー源１
０９が基材インサート１１１に配置されてもよい。基材インサート１１１はまた、エネル
ギー源１０９により電気充電を受ける１つ又は２つ以上の構成要素を含み得る。
【００５９】
　いくつかの実施形態では、媒体インサート１１１を有するレンズは、剛性の中央部・柔
軟なスカート部の設計を含む場合があり、中央の剛性光学要素は大気、並びに各前側、及
び後側表面において角膜表面と直接接触し、レンズ材料の柔軟なスカート部（典型的には
ヒドロゲル材料）は剛性光学要素の周辺部に取り付けられ、剛性光学素子はまた、生じる
眼科用レンズにエネルギー、及び機能性をもたらす基材インサートとして機能する。
【００６０】
　基材インサート１１１は、ヒドロゲルマトリックス内に完全に封入された剛性レンズイ
ンサートであり得る。剛性レンズインサートである基材インサート１１１は、例えば、微
小射出成形法を使用して製造され得る。インサートは例えば、約６ｍｍ～１０ｍｍの直径
、約６ｍｍ～１０ｍｍの前側表面半径、及び約６ｍｍ～１０ｍｍの後側表面半径、並びに
約０．０５０ｍｍ～０．５ｍｍの中心厚さを有するポリ（４－メチルペンター１－エン）
コポリマー樹脂を含み得る。インサートは、約８．９ｍｍの直径、約７．９ｍｍの前面半
径、約７．８ｍｍの後面半径、及び約０．１００ｍｍの中心厚さ、及び約０．０５０半径
の縁部外形を含む。１つの代表的なマイクロ鋳造機には、Ｂａｔｔｅｎｆｉｅｌｄ　Ｉｎ
ｃ．により提供されるＭｉｃｒｏｓｙｓｔｅｍ　５０　５トンシステムを挙げることがで
きる。
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【００６１】
　基材インサートは、眼科用レンズを形成するために利用される鋳型部分１０１～１０２
に配置され得る。
【００６２】
　鋳型部分１０１～１０２材料は、例えば、ポリプロピレン、ポリスチレン、ポリエチレ
ン、ポリ（メチルメタクリレート）、及び変性ポリオレフィンのうちの１つ又は２つ以上
のポリオレフィンを含むことができる。その他の成形型には、セラミック又は金属材料を
含むことも可能である。
【００６３】
　好ましい脂環式コポリマーは、２種の異なる脂環式ポリマーを含み、Ｚｅｏｎ　Ｃｈｅ
ｍｉｃａｌｓ　Ｌ．Ｐ．によってＺＥＯＮＯＲの商品名で販売される。ＺＥＯＮＯＲには
、複数の異なる等級がある。種々の等級は、１０５℃～１６０℃のガラス転移温度を有し
てもよい。特に好ましい材料は、ＺＥＯＮＯＲ　１０６０Ｒである。
【００６４】
　１つ又は２つ以上の添加剤と組み合わせて、眼科用レンズの鋳型を形成し得る他の鋳型
材料には、例えば、Ｚｉｅｇｌａｒ－Ｎａｔｔａポリプロピレン樹脂（しばしばｚｎＰＰ
と称される）が含まれる。代表的なＺｉｅｇｌａｒ－Ｎａｔｔａポリプロピレン樹脂は、
ＰＰ　９５４４　ＭＥＤという名で入手可能である。ＰＰ　９５４４　ＭＥＤは、Ｅｘｘ
ｏｎＭｏｂｉｌｅ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙによって入手可能な、ＦＤＡ　ｒ
ｅｇｕｌａｔｉｏｎ　２１　ＣＦＲ　（ｃ）３．２による、清浄な成形のための、透明な
ランダムコポリマーである。ＰＰ　９５４４　ＭＥＤは、エチレン基（以降９５４４　Ｍ
ＥＤ）を有するランダムコポリマー（ｚｎＰＰ）である。他の代表的なＺｉｅｇｌａｒ－
Ｎａｔｔａポリプロピレン樹脂としては、Ａｔｏｆｉｎａポリプロピレン３７６１及びＡ
ｔｏｆｉｎａポリプロピレン３６２０ＷＺが挙げられる。
【００６５】
　なお更に、成形型は、ポリプロピレン、ポリエチレン、ポリスチレン、ポリ（メチルメ
タクリレート）、主鎖の脂環式部分及び環状ポリオレフィンを含有する修飾ポリオレフィ
ンのようなポリマーを含んでよい。このブレンドを、鋳型半片の一方又は両方の上で用い
ることができる。このブレンドを後側湾曲部上で用いて前側湾曲部は脂環式コポリマーか
らなることが好ましい。
【００６６】
　成形型１００を作製するいくつかの方法において、射出成形は、既知の技術に従って使
用される。しかしながら、成形型は、例えば、旋盤法、ダイヤモンド切削、又はレーザー
切断を含む、他の技術によって作製されてもよい。
【００６７】
　積層された機能化層インサート
　次に図２を参照すると、積層機能化層インサートとして形成された基材インサート１１
１の代表的な設計が示される。本開示は、使用されて眼用レンズに形成され得る、基材イ
ンサートを調製及び形成する方法を含む。記述を分かりやすくし、かつ請求する発明の範
囲を限定しないようにするため、光学レンズ領域２１１を有する完全環状リングを備える
代表的な基材インサート２１０を示し説明する。本明細書に記載される発明的技術は、種
々の基材インサートに関して一般的に述べられた種々の形状と類似の用途を有することは
、当業者に明らかである。
【００６８】
　ここで図３を参照すると、項目２１０の種類の積層基材インサートを使用して、完全に
形成された眼用レンズの三次元表示が、項目３００として示されている。この表現は、装
置の内部に存在する異なる層が理解できるように眼科用レンズからの部分切欠き図を示し
ている。アイテム３２０は、基材インサートの封入層の断面における本体材料を示す。こ
のアイテムは、眼科用レンズの周辺部全体を包囲する。実際のインサートは、完全な環状
のリング、又は典型的な眼科用レンズのサイズの制約の範囲内で依然として存在すること
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ができる他の形状を含み得ることが、当業者には明らかであろう。
【００６９】
　アイテム３３０、３３１、及び３３２は、機能層の積層として形成される基盤インサー
ト内に見出され得る複数の層のうちの３つを示すためのものである。１つの層は、特定の
目的に適合した構造的、電気的、又は物理的特性を有する能動的及び受動的要素、並びに
部分の１つ又は２つ以上を含み得る。
【００７０】
　層３３０は、例えば、層３３０内の電池、コンデンサ、及び受信素子の１つ又は２つ以
上などのエネルギー印加源を有してよい。この場合、項目３３１は、非限定的な例示的な
意味において、眼用レンズの作動シグナルを検出する、層内の微小回路を含んでもよい。
外部供給源から電力を受け取ることができ、バッテリー層３３０を充電し、レンズが充電
環境にない場合に層３３０からの電池電力の使用を制御する、電力調整層３３２を含める
ことができる。電力調整はまた、基材インサートの中央の環状の切り取り部内にアイテム
３１０として示される、例示的活性レンズへのシグナルを制御し得る。
【００７１】
　基材インサートが埋め込まれたエネルギー印加されたレンズは、エネルギー蓄積手段と
して電気化学セルや電池などのエネルギー源と、任意により、眼用レンズが置かれる環境
からのエネルギー源を含む材料の封入及び分離とを含む。
【００７２】
　基材インサートはまた、回路、構成要素、及びエネルギー源のパターンを含み得る。基
材インサートは、レンズの着用者がそれを通じて見ることができる光学ゾーンの周辺部の
周りに、回路、構成要素、及びエネルギー源のパターンを位置付けることができる。ある
いは、インサートは、コンタクトレンズの着用者の視野に悪影響を与えない程に十分小さ
い、回路、コンポーネント、及びエネルギー源のパターンを含んでもよく、したがって基
材インサートはそれらを光学ゾーンの内部、又は外側に配置し得る。
【００７３】
　全般的には、基材インサート１１１は、レンズを成形するために使用される成形型部分
に対して、エネルギー源を所望の場所に配置する、オートメーションを介して、眼用レン
ズの内部に実施されてもよい。
【００７４】
　図４は、断面で示された積層機能層インサート４００のより大きな図を示す。眼科用レ
ンズ４１０の本体内には、機能化層インサート４２０が埋め込まれ、それは、能動的レン
ズ構成要素４５０を包囲し、能動的レンズ構成要素４５０に接続する。この例が、眼用レ
ンズ内に配置されることができる埋込み機能の複数の埋め込まれた機能の１つを示してい
るに過ぎないことは、当業者に明らかである。
【００７５】
　インサートの積層部分内には、複数の層が示される。それら層は複数の半導体べースの
層を含んでもよい。例えば、アイテム４４０は、積層の底層であり、その上に回路が様々
な機能のために画定された薄型シリコン層であってもよい。別の薄型シリコン層は、アイ
テム４４１として積層内に見出され得る。非限定的例では、そのような層は、装置の通電
の機能を有し得る。これらのシリコン層は、アイテム４５０として示される介在する絶縁
層を通じて、互いに電気的に絶縁されることになる。互いに重なり合うアイテム４４０、
４５０、及び４４１の表面層の部分は、接着剤の薄膜を使用して互いに接着され得る。複
数の接着剤が、薄型シリコン層を接着して、例示的な意味においてエポキシであり得るよ
うな、絶縁体へと不動態化するような所望の特性を有し得ることが、当業者には明らかと
なり得る。
【００７６】
　複数の積層された層が、付加層４４２を含んでよく、付加層４４２は、非限定的な例に
おいて、能動レンズ構成要素を活性化し制御することができる回路を備えた薄化シリコン
層を含むことができる。上述した通り、積層が電気的に互いに絶縁される必要があるとき
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、積層絶縁体層は、電気的活性層との間に含まれてよく、またこの例において、アイテム
４５１は積層インサートの部分を備えるこの絶縁体層を表してもよい。本明細書に記載さ
れるいくつかの例において、シリコンの薄層から形成される層への参照がなされてきた。
薄い積層の材料の定義としては、非限定的な意味において、他の半導体、金属、又は複合
層が挙げられる。また、薄層の機能は、電気回路を含んでもよいが、同様に、いくつかの
例を述べると、シグナル受信、エネルギー取り扱い、及び貯蔵、及びエネルギー受信とい
った他の機能を含んでもよい。異なる材料の種類が使用される場合には、異なる接着剤、
封入剤、及び積層と相互作用する他の材料の選択が求められる場合がある。例えば、薄い
エポキシ樹脂層が、４４０、４４１及び４４２として示された３つのシリコン層を２つの
酸化シリコン層４５０及び４５１と接着させてもよい。
【００７７】
　いくつかの例で述べたように、薄型積層は、シリコン層内に形成される回路を備え得る
。そのような層を製造する複数の様式が存在し得るが、しかしながら、標準的及び現況技
術の半導体処理設備は、一般的な処理工程を用いて、シリコンウエハー上に電子回路を形
成し得る。回路をシリコンウエハー上の適切な場所に形成した後、ウエハー処理設備を使
用して、ウエハーを、数百μｍの厚さ～５０μｍ以下の厚さへ薄くすることができる。シ
リコン薄くする工程の後、回路は、眼科用レンズ又は他の用途に適切な形状へと、ウエハ
ーから切断又は「ダイシング」され得る。後述の項では、本明細書に開示される本発明の
積層の異なる例示的形状が、図６に示される。これらは後述で詳細に考察されるが、しか
しながら、「ダイシング」操作は、薄層を湾曲形状、円形形状、環状形状、直線形状、及
び他のより複雑な形状で切断するための様々な技術的オプションを使用し得る。
【００７８】
　積層された層が電流の流れと関連した機能を行なうとき、積層の間に電気接触部を提供
しなければならないことがある。半導体パッケージの一般的分野では、積層間のこの電気
的接続部は、ワイヤボンディング、はんだバンプ、及びワイヤ蒸着プロセスを含む一般的
な解決策を有する。ワイヤ蒸着は、２つの接続パッド間に導電性インクを印刷する印刷プ
ロセスを使用してもよい。加えて、又はこれに代えて、ワイヤは、例えばレーザーなどの
エネルギー源によって物理的に定義され、気体、液体又は固体化学的中間生成物と相互作
用し、エネルギー源が放射する電気接続部となることがある。更に他の相互接続の種類は
、金属膜が様々な手段によって蒸着された前又は後のフォトリソグラフィ処理によるもの
でよい。
【００７９】
　層の１つ又は２つ以上がその外側で電気信号を伝達しなければならない場合は、パッシ
ベーション層と絶縁層で覆われていない金属接点パッドを有してもよい。これらのパッド
は、後続の積層がその領域を占めない、層の周辺部に配置され得る。一実施例において、
図４では、相互接続ワイヤ４３０及び４３１が、層４４０、４４１、及び４４２の電気的
に接続する周辺領域として示される。電気的接続パッドを配置する場所の複数のレイアウ
ト又は設計、及び様々なパッドを一緒に電気的に接続する複数の様式が、当業者にとって
明らかとなり得る。更に、どの電気接続パッドを接続するか、及びそれらを他のどのパッ
ドに接続するかの選択から、異なる回路設計を得ることが可能であることが明らかとなり
得る。更に、パッド間のワイヤ相互接続の機能は、いくつかの実施例を言及するための電
気信号接続、外部ソースからの電気信号受信、電力接続、及び機械的安定化の機能を含み
、異なってもよい。
【００８０】
　上述の考察では、非半導体層が、発明的技術にて積層のうちの１つ又は２つ以上を備え
てもよいことが示された。非半導体層から生じる種々様々な用途があることは明らかなこ
とがある。それらの層は、電池のようなエネルギー印加源を規定してもよい。このタイプ
の層は、幾つかの事例では、化学層用の支持基板として働く半導体を有してもよく、金属
基材又は絶縁基材を有してもよい。他の層は、事実上、主に金属である層から得ることが
できる。これらの層は、アンテナ、熱伝導路、又は他の機能を画定し得る。本明細書の発
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明的技術の範囲内において有用な用途を備える半導体層と非半導体層との複数の組み合わ
せが存在し得る。
【００８１】
　積層された層の間に電気接続部が形成される場合、接続が画定された後で電気接続部が
密封されなければならない。本明細書の技術と一致し得る複数の方法が存在する。例えば
、様々な積層を一緒に保持するために使用されたエポキシ又は他の接着材料が、電気的相
互接続部を有する領域に再塗布されてもよい。更に、パッシベーション膜は、相互接続部
に使用される領域を封入するために装置全体に渡って蒸着されてもよい。複数の封入及び
封止スキームが、積層装置及びその相互接続部及び相互接続領域を保護、強化、及び封止
するために、本技術において有用であり得ることは、当業者にとって明らかとなり得る。
【００８２】
　積層された機能化層インサートの組み立て
　図５へ進むと、積層された機能化層インサートを組み立てるための例示的装置の拡大図
である、アイテム５００が示される。本例では、積層が層の両側において整列しない積層
技術を示す。アイテム４４０、４４１、及び４４２は、ここでも同様にシリコン層であっ
てもよい。図の右側において、アイテム４４０、４４１、及び４４２の右側縁部は、互い
に整列していないことが分かる（整列してもよいが）。そのような積層手法は、インサー
トが、眼科用レンズの一般的な輪郭のものに類似した３次元形状を想定することを可能に
し得る。そのような積層手法は、層をできるだけ大きい表面領域から作製できるようにす
ることがある。エネルギー貯蔵及び回路のために機能化された層においては、そのような
表面積の最大化は重要となり得る。
【００８３】
　一般的に、上述の積層インサートの特徴のうちの多くは、積層機能層４４０、４４１、
及び４４２、積層絶縁層４５０及び４５１、並びに相互接続部４３０及び４３１を含む、
図５に観察することができる。それに加えて、支持ジグであるアイテム５１０が、組み立
てられている際に、積層された機能化層インサートを支持するように観察され得る。アイ
テム５１０の表面の輪郭は、複数の形状を想定することができ、その上に作製されるイン
サートの３次元形状を変化させるであろうことが明らかとなり得る。
【００８４】
　一般的に、ジグ５１０は、所定の形状で提供され得る。それは、複数の目的のために、
異なる層、アイテム５２０でコーティングされ得る。非限定的な例示の意味で、その被覆
は第一に、眼用レンズの基礎材料内にインサートを容易に組み込めるようにするポリマー
層を含んでもよく、ポリシリコーン材料から形成されてもよい。次にエポキシコーティン
グが、底部の薄い機能層４４０をコーティング５２０に接着するために、ポリシリコーン
コーティングの上に蒸着されてもよい。次いで、次の絶縁層４５０の底面が、同様のエポ
キシコーティングでコーティングされてよく、次いでジグ上の適切な場所に定置されてよ
い。ジグが、装置を組み立てるときに積層された層を互いに適正な配置に位置合わせする
機能を有することは明らかである。次いで、残りのインサートが反復的な方式で組み立て
られ、相互接続部が画定され、次いでインサートが封入され得る。封入されたインサート
は、次にポリシリコーンコーティングで上部からコーティングされ得る。項目５２０にポ
リシリコーンコーティングが使用されるいくつかの実施形態では、組み立てられたインサ
ートは、ポリシリコーンコーティングの水和によってジグ５１０から分離され得る。
【００８５】
　ジグ５１０は、複数の材料から形成され得る。ジグは、標準コンタクトレンズの製造に
おいて成型部品を作成するために使用される類似の材料から形成され作製されてもよい。
このような用途は、様々なインサート形状及び設計の様々なジグ種類の柔軟な形成を支持
することができる。あるいは、それ自体の上、又は特殊コーティングのいずれかにより、
異なる層を互いに接着させるために使用される化学的混合物と接着しない材料から形成さ
れ得る。そのようなジグの構成の複数のオプションが存在し得ることは、明らかとなり得
る。
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【００８６】
　アイテム５１０として示されるジグの別の態様は、その形状がその上の層を物理的に支
持するという事実である。層間の相互接続部は、ワイヤ結合接続によって形成されてもよ
い。ワイヤボンディングのプロセスでは、良好な結合を確実に形成するために、著しい力
がワイヤに加えられる。そのようなボンディング中の層の構造的支持は重要なことがあり
、支持ジグ５１０によって実行され得る。
【００８７】
　アイテム５１０として示されるジグのまた別の機能は、ジグが、その上に整列特徴を有
し得ることであり、機能化層の部品両方を表面に沿って線形に及び半径方向に互いに対し
て整列するように整列させ得る。ジグは、機能層の、中心点の周囲において、互いに対す
る方位角の整合を可能にする。生産されるインサートの最終形状に関わらず、組み立てジ
グ（jib）は、インサートの部品がその機能及び正しい相互接続のために適切に整列され
ることを保証するのに有用となり得ることが明らかとなり得る。
【００８８】
　図６に進むと、積層インサートの形状のより一般化された考察がなされ得る。本技術に
一致する形状の一般性の部分集合において、形状変化のいくつかのサンプルが示される。
例えば、アイテム６１０は、本質的に円形の層部品から形成された積層インサートの平面
図を示す。網目模様で示される領域６１１は、層材料が除去された環状の領域であり得る
。しかしながら、インサートを形成するために使用される積層された層の部分が、環状領
域のない円盤でよいことは明らかである。そのような非環状のインサート形状は、眼科用
途では有用性が限られる場合があるが、本明細書の発明的技術の趣旨は、内部環の存在に
よって限定されるものではない。
【００８９】
　項目６２０は、積層機能層インサートを示すことがある。要素６２１に示されたように
、層部分は、積層方向だけでなく、積層方向に垂直な方位角方向のまわりに分離してもよ
い。半円部品は、インサートを形成するために使用され得る。環状領域を有する形状にお
いては、その部分的形状が、層材料がその機能へと形成された後に、「ダイシング」又は
切断される必要がある材料の量を低減するのに役立つ可能性があることは、明らかとなり
得る。
【００９０】
　更に、要素６３０は、非放射状、非楕円、及び非円形のインサート形状が画定されても
よいことを示す。アイテム６３０に示されるように、直線の形状が形成されてもよく、又
はアイテム６４０に示されるように、他の多角形形状が形成されてもよい。３次元の透視
ピラミッドにおいて、錐体及び他の幾何学的形状が、インサートを形成するために使用さ
れる、異なる形状の個々の層部品から得られてもよい。したがって、三次元透視図におい
て、平面的又は平坦な層の部品として表された、個別の層自体が、三次元における自由度
を想定し得ることに留意する。シリコン層は十分に薄くされると、それらの典型的な平坦
で平面的な形状の周りへと曲がるか、又は歪めることができる。薄い層の、追加的な自由
度は、積層一体型構成要素装置で形成され得る、形状の更なる多様性を可能にする。
【００９１】
　より一般的な意味において、非常に様々な構成要素の形状が、装置の形状及び製品へと
形成されて、積層一体型構成要素装置を生じてもよく、これらの装置は、非限定的な意味
における、エネルギー印加、信号感知、データ処理、無線及び有線通信、電力管理、電気
機械作用、外部装置の制御、層化構成要素がもたらし得る広範な機能を含む、広範な機能
性を想定し得ることが当業者には明らかであり得る。
【００９２】
　電力供給層
　図７を参照すると（項目７００）、基板の機能化積層のうちの１つ又は２つ以上の層は
、薄膜電源７０６を含み得る。薄い電源は、本質的に基材上の電池として見なすことがで
きる。
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【００９３】
　薄膜電池（場合によりＴＦＢと称される）は、薄層又は薄膜に材料を堆積させるために
、既知の堆積プロセスを使用して、シリコンなどの好適な基材上に構成されてもよい。こ
れらの薄膜層の１つの堆積プロセスは、スパッタ堆積を含んでもよく、様々な材料を堆積
させるために使用され得る。フィルムが堆積された後、これは、次の層が堆積される前に
処理されてもよい。堆積されたフィルムの一般的な処理としては、リソグラフィ又はマス
キング技術が挙げられ、これはその後、エッチング又は他の材料除去技術が行われること
を可能にし、したがって、フィルム層が、基材表面の二次元の物理形状を有することを可
能にする。
【００９４】
　図７において（項目７００）、代表的な薄膜処理フローが示され得る。薄膜電池は典型
的には基材上に形成され、このフローにおいては基材が、代表的な場合において酸化アル
ミニウム（Ａｌ２Ｏ３）として示される（項目７０１）。電気接触子の典型的な層はその
後、図７の項目７０２に示されるように、基材上に堆積されてもよく、基材上にチタン及
び金の薄膜を堆積することによって、カソード接触子が形成され得る。図７で明らかとな
り得るように、このフィルムは、スパッタエッチ技術、又は湿潤エッチ技術で、項目７０
２に示される形状を生じるために、パターン化及びエッチングされ得る。代表的なプロセ
スにおける次の工程は、カソード接触子（項目７０３）上にフィルムとしてカソード層を
形成することである。一般的に使用されるカソードフィルムの１つには、酸化リチウムコ
バルト（ＬｉＣｏＯ２）が挙げられ、図７に示されるように、これもその上に行われるパ
ターン化プロセスを有し得る。次の工程において、項目７０４に示されるように、電池内
に電解質層を形成するために、薄膜を堆積することであり得る。電解質層には、複数の材
料の選択肢及び形態があり得るが、代表的な場合においてはリチウム燐酸窒素酸化物（Ｌ
ｉＰＯＮ）のポリマー層が使用され得る。更に項目７０５に進み、薄膜積み重ね体は更に
、アノード層としてのリチウム、及びその後アノード接触層及び他の層として機能する銅
層の堆積により処理され、接触機構又は他の同様の機構のために適切な形状にされてもよ
い。薄膜電池はその後、フィルム積み重ね体を、パッシベーション層及び密封層内に封入
することによって実現され得る。代表的な方法において、項目７０６に示されるように、
パリレン及びチタンにより、又はエポキシ樹脂及びガラス層で封入されてもよい。他の層
と同じように、例えば、封入された電池が、電気的に接続される機構を露出するために、
これらの最終的な層のパターン化及びエッチングが行われてもよい。各層に関して、複数
の材料の選択肢のセットが存在することは、当業者には明らかであり得る。
【００９５】
　項目７０６に関して記載されるように、酸素、湿度、他の気体及び液体の１つ又は２つ
以上が侵入するのを防ぐために、パッケージングにおいてエンクロージャーが使用されて
もよい。したがって、例えば、パリレン及び不透過性層（金属、アルミニウム、チタン、
及び不透過性フィルム層を形成する同様の材料を含み得る）を、非限定的に含み得る、１
つ又は２つ以上の絶縁層を含み得る、１つ又は２つ以上の層におけるパッケージングがも
たらされてもよい。これらの層の形成の代表的な手段としては、形成された薄膜電池装置
上への堆積による適用を含み得る。これらの層を形成する他の方法としては、予備成形さ
れた不透過性材料と共に、例えば、エポキシ樹脂などの、有機材料を適用することが挙げ
られる。予備成形された不透過性材料としては、一体型構成要素装置積み重ね体の次の層
を含み得る。不透過性材料としては、精密に形成／切断されたガラス、アルミナ、又はシ
リコン被覆層が挙げられる。
【００９６】
　例えば、眼用装置の積層一体型構成要素装置において、基材は、化学的な変化を生じず
に、例えば、８００℃などの、高温に耐えることができるものを含み得る。いくつかの基
材は、電気的絶縁をもたらす材料から形成されてもよく、あるいは、いくつかの基材は、
導電性であるか、又は半導電性であり得る。基材材料のこれらの代替的な態様は、それで
も、積層一体型構成要素装置と一体化され、少なくとも一部において装置のエネルギー印
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加機能をもたらし得る、薄い構成要素を形成し得る最終的な薄膜電池と適合することがで
きる。
【００９７】
　薄膜電池が積層一体型装置の薄い構成要素である、薄膜電池において、電池は図７（項
目７００）の項目７０６の項目７５０として示される、接触パッドにおいて、パッシベー
ションフィルムにおける開口部によるアクセスにより、他の薄い構成要素との接続部を有
してもよい。項目７５０において示されるものの基材の裏側の接触パッドを通じて、接触
が形成され得る。反対側の接触パッドは、基材を通じて形成されるビアの使用により、薄
膜電池に電気接続されてもよく、ビアは基材を通じて形成され、ビア側壁上にある、又は
ビアを満たす導電性材料を有する。最終的に、接触パッドが、基材の上部及び下部の両方
に形成され得る。これらの接触パッドの一部が、薄膜電池の接触パッドと交差してもよい
が、代替物は、電池への接続部が形成されない、基材を通じた接触パッドを含んでもよい
。当業者には明らかであり得るように、上部に薄膜電池が形成される基材を通じて、又は
その内部で相互接続するために、複数の方法が存在し得る。
【００９８】
　本明細書において提示される開示は、電気接続部が実行し得る機能に関する場合がある
。いくつかの相互接続部は、一体型構成要素装置の積み重ね体内の構成要素のための電気
接続経路、及びこれらの、一体型構成要素装置積み重ね体の外部の装置との相互接続をも
たらし得る。装置積み重ね体の外側の接続に関し、この接続は、直接的な導電経路を介し
て形成される。パッケージの外側の接続部は、無線方式によって行われてもよく、この接
続部は、無線周波接続、容量性電気通信、磁気結合、光学結合、無線通信の方法を規定す
る複数の手段の別のものを含む、方法を通じて形成される。
【００９９】
　ワイヤ形成電源
　ここで図８を参照し、導電性ワイヤ８２０の周囲に形成される、電池８１０を含む、電
源の代表的な設計（項目８００）が表される。項目８２０は、支持体として使用され得る
、精密規格銅線を含み得る。項目８１０において明らかなリングとして概略的に示される
、様々な電池構成層が、バッチ又は連続的なワイヤコーティングプロセスを使用して形成
され得る。この方式において、活性電池材料の６０％に達するか、又はこれを超え得る非
常に高い体積効率が、柔軟な、便利な形状因子において達成され得る。小さな電池、例え
ば、（非限定的に）その貯蔵エネルギーが、ミリアンペア時で測定される範囲を含み得る
電池などを形成するため、細いワイヤが利用され得る。このようなワイヤベースの電池構
成要素の電圧容量は、およそ１．５ボルトであり得る。当業者にとって、単一の電池同士
を並列又は直列で接続するように、端末装置を設計することによって、より大きな電池及
びより高い電圧をスケーリングしてもよい。有用な電池装置を形成するために発明技術が
使用され得る、様々な方法が、本発明の範囲内である。
【０１００】
　図９（項目９００）を参照し、ワイヤベースの電池構成要素が、他の構成要素とどのよ
うに組み合わされ得るかが表現される。一実施例において、項目９１０は、その機能が、
電気的手段によって制御又は変更され得る、眼用装置を表し得る。このような装置が接触
レンズの一部であるとき、構成要素が占める物理的寸法は、比較的小さな環境を画定し得
る。それでもワイヤベースの電池（項目９２０）は、ワイヤが形成され得る形状内の、こ
のような光学的構成要素の周辺部上に存在する、このような構成のための、理想的な形状
因子を有し得る。
【０１０１】
　ここで図１０を参照し（項目１０００）、ワイヤ電池を形成するための代表的な方法を
使用した処理の結果が例示される。これらの方法及び生じる製品は、ワイヤベースの電池
を規定する。まず、市販供給源（例えば、ＭｃＭａｓｔｅｒ　Ｃａｒｒ　Ｃｏｒｐ．）か
ら入手可能なものなど、高純度の銅線（項目１０１０）が選択され、その後、１つ又は２
つ以上の層によりコーティングされてもよい。ワイヤベースの電池を形成するために使用
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され得る、ワイヤの種類及び組成の複数の代替的選択肢が存在することが明らかである。
【０１０２】
　項目１０２０として示されるワイヤ電池のアノードを画定するために、亜鉛アノードコ
ーティングが使用され得る。亜鉛アノードコーティングは、亜鉛金属粉、ポリマー接着剤
、溶剤、及び添加剤から処方され得る。コーティングは、塗布され、即座に乾燥され得る
。同一のコーティングを複数回使用して、所望の厚さを達成することができる。
【０１０３】
　引き続き図１０を参照し、ワイヤ電池のアノード及びカソードは互いに分離させてもよ
い。セパレータコーティング（項目１０３０）は、非導電性充填剤粒子、ポリマー接着剤
、溶剤、及び添加剤から処方され得る。セパレータの適用方法は、アノード層１０２０を
コーティングするために使用されるものと同様のコーティング適用方法であり得る。
【０１０４】
　項目１０００の代表的なワイヤ電池の処理の次の工程は、カソード層の形成である。こ
のカソード（項目１０４０）は、酸化銀カソードコーティングで形成され得る。酸化銀カ
ソードコーティングは、Ａｇ２Ｏ粉末、グラファイト、ポリマー接着剤、溶剤、及び添加
剤から処方され得る。セパレータ層と同様に、ワイヤ電池の他の層において使用されたよ
うに、一般的なコーティング適用方法が使用されてもよい。
【０１０５】
　コレクタが形成された後、代表的なワイヤ電池が、カソード層から電流を収集するため
に、層でコーティングされ得る。この層は、炭素充填接着剤による導電性層であり得る。
あるいは、この層は、例えば、銀充填接着剤のための金属であり得る。電池表面に沿った
電流の収集を向上させるために、層の形成を支援し得る、複数の材料が存在することが、
当業者には明らかであり得る。電解液（添加剤を含む水酸化カリウム溶液）は、構築を完
成させるために最終的な電池に塗布されてもよい。
【０１０６】
　ワイヤ電池において、電池を形成するために使用される層は、気体を発生する能力を有
し得る。電池層を形成する材料は、電池の範囲内で電解質及び他の材料を収容し、かつ電
池を機械的ストレスから保護するために、電池層の周囲に配置された、封止層を有し得る
。それでも、この封止層は典型的には、層を通じて生じた気体を分散させるような方法で
、形成される。このような封止層は、シリコーン又はフルオロポリマーコーティングを含
み得るが、この種類の電池を封入するために、現況技術において使用されるいずれかの材
料が使用されてもよい。
【０１０７】
　積層多層相互接続の構成要素
　先に記載されたように、積層一体型構成要素装置の層は、典型的には、これらの間に電
気的及び機械的相互接続を有し得る。この記載の前の項において、ワイヤ結合部が含まれ
る、一定の相互接続スキームの説明が行われた。しかし、この技術の説明を補助するため
に、相互接続の種類自体のいくつかを要約することが有用であり得る。
【０１０８】
　相互接続の一般的な種類の１つは、「はんだボール」の使用によるものである。はんだ
ボール相互接続は、半導体分野において数十年にわたって使用されている、パッケージン
グ相互接続の種類であり、典型的にはいわゆる「フリップチップ」により適用され、はん
だボールがその相互接続上に堆積された、ダイス様電子「チップ」を、はんだボールの反
対側と接続する位置合わせされた接続パッドを有するパッケージ上へと反転させることに
よって、チップがそのパッケージングへと接続される。熱処理は、はんだボールが、ある
程度流動し、相互接続を形成することを可能にする。現況技術は進歩し続け、相互接続の
はんだボール種類は、層の片側又は両側に生じる、相互接続スキームを規定し得る。相互
接続を形成するために確実に使用することができる、はんだボールの寸法を減少させるた
めに、更なる改善が行われた。はんだボールの大きさは、直径５０μｍ以下であり得る。
【０１０９】
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　はんだボール相互接続が２つの層の間で使用されるとき、又はより一般的に、２層の間
に空隙を形成する相互接続スキームが使用されるとき、２層の接着剤による機械的接続及
び機械的支持をもたらすために、空隙内に接着剤材料を配置するように、「アンダーフィ
ル」のプロセス工程が使用されてもよい。相互接続された層のセットをアンダーフィルす
るために、複数の方法が存在する。いくつかの方法において、アンダーフィル接着剤が、
毛管現象によって空隙領域に引き込まれる。アンダーフィル接着剤は、液体を空隙区域へ
と押し付けることによって空隙内に流されてもよい。層状の装置に真空を引くことによっ
て、空隙領域に真空状態が形成され、これに続いてアンダーフィル材料が適用される。２
層の材料の間をアンダーフィルする複数の方法のいずれも、本明細書において記載される
技術と適合する。
【０１１０】
　相互接続の別の発展した技術は、層に切り込まれたビア（このような機構は典型的には
貫通ビアと称される）を通じた、層状の構成要素の片側から、反対側への相互接続に関連
する。この技術もまた様々な形で数十年にわたり知られているが、現況技術は改善され、
１０μｍ以下の直径の寸法の非常に小さなビアが可能であり、かつ非常に大きなアスペク
ト比が可能である（特に層状の材料がシリコンであるとき）。層材料とは無関係に、貫通
ビアは金属を含む層の２つの表面の間の電気接続を形成することができるが、層が導電性
又は半導電性材料であるとき、貫通ビアは、金属製相互接続を層自体から絶縁するために
絶縁層を有さなくてはならない。貫通ビアは、層状基材全体を貫いてもよい。あるいは、
貫通ビアは、基材を貫通するが、裏側から基材の表面上に堆積した機構と相互作用しても
よい。
【０１１１】
　ビアが層の片側の金属パッドと相互作用する貫通ビアにおいて、金属パッドは、はんだ
ボール及びワイヤ結合を含む複数の方法により異なる層と相互接続してもよい。ビアに金
属が充填され、これが層状基材全体を貫通する場合、相互接続が相互接続するビアの両側
にはんだボールによって形成されることは有用であり得る。
【０１１２】
　貫通ビア及びその上の金属経路のみを有する層が形成されるとき、別の相互接続が生じ
る。いくつかの場合において、このような相互接続装置は、インターポーザと称されても
よい。インターポーザ層が金属経路及びビア相互接続のみを有し得るため、層を構成する
いくらかの追加的な材料、及びこれらの材料に貫通ビアを形成する方法の代替法が存在す
る。非限定的な実施例として、酸化シリコン、又は石英基材が、層の材料であってもよい
。いくつかの場合この石英層は、表面から金属フィラメントが突出する基材の上に溶解し
た石英を注ぐことによって形成され得る。これらの突起部は、この種類の処理により生じ
る石英層の上面と下面との間の金属接続を形成する。薄い相互接続層を形成する複数の方
法は、積層を相互接続し、よって積層一体型構成要素装置を形成するのに有用な技術を含
む。
【０１１３】
　別の種類の相互接続要素は、貫通基材ビア技術による。基材貫通ビアが、金属層を含む
様々な層で充填される場合、生じるビアは、切削され得る構造を形成し得る。ビアは中央
で、切削されるか、又は「ダイスカット」されて、半分切除されたビアを形成する（cut 
out half via）。この種類の相互接続は、城郭状相互接続と称されることがある。このよ
うな相互接続は、上面から下面への接続、及びこれらの表面からの相互接続の能力をもた
らすが、側部からの相互接続の可能性もまた、「城郭状」の構造により生じることがある
。
【０１１４】
　複数の相互接続及び構成要素一体化技術が本明細書において記載されてきた。それでも
、本明細書において開示される本発明は、広範な一体化技術及び実施例を包含し、これら
は例示目的のためであり、技術範囲を制限することを意図しない。
【０１１５】
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　エネルギー印加を有する積層一体化構成要素装置
　図１１に進み、項目１１００は、エネルギー印加を有する積層一体型構成要素装置を示
し、８つの積層が存在する。上層１１１０が存在し、これは無線通信層として機能する。
技術層１１１５が存在し、これは上層１１１０、及びその下の相互接続層１１２５に接続
する。更に、項目１１３０として記載される４つの電池層が存在する。より低い基材層（
項目１１３５）が存在し、基材は追加的なアンテナ層を含んでもよい。実行できる複数の
機能が存在し得る。
【０１１６】
　積層一体型構成要素装置内の複数のエネルギー印加要素
　ここで図１２へと進み（項目１２００）、図１１に示される種類の構成の概略図が見ら
れる。図１１の項目１１３０として指定される、複数のエネルギー印加要素はここでは、
個別の識別子で表される。しかしながら、複数の要素の数及び組織は、複数の異なる構成
の１つであり、例示目的で表されることが明らかであり得る。それでも、示されるように
、項目１２１０～１２２４に示される、３又は４つの要素の４つの群において構成され得
る。要素の第１群（この実施例において）は、よって、１２１０、１２１１、１２１２、
及び１２１３を含み得る。要素の第２群は、項目１２１４、１２１５、１２１６、及び１
２１７を含み得る。要素の第３群は、要素１２１１２、１２１９、１２２０、及び１２２
１により表されてもよい。加えて、要素の第４群は、要素１２２２、１２２３及び１２２
４で表されてもよい。この実施例において、第４群の第４電池要素は、接続されてないこ
とがあり、むしろ電池要素を介してアンテナ要素（項目１２９１）との相互接続要素とし
て使用され得る。
【０１１７】
　これらの群のそれぞれは、その群内で接続された３つ又は４つの要素のための、共通の
接地線を有してもよい。例示目的のため、１２１０、１２１１、１２１２及び１２１３を
含む第１群は、項目１２３０として示される、共通の接地線を有し得る。加えて、各要素
は、これらを回路要素１２９０により表され得る相互接続層と接続する別個のラインを有
してもよい。各電池要素の接続部、数、及び実際の構成における多くの差異が、本発明技
術の範囲内の技術を含み得ることが明らかであり得る。更に、各電池要素が、相互接続層
に別個に接続した、共通電極及びバイアス電極の両方を有することが可能であり得る。
【０１１８】
　上述のように、項目１２００に示される種類のいくつかの構成において、電池要素の群
が共通の接地点を共有するとき、この電池要素１２１３は、共通の群、共通の接続部（１
２３０）を共有してもよく、また項目１２３５のその独自のバイアス接続部を有してもよ
い。これらの接続部は、相互接続要素１２９０と相互作用し、その後、この図において項
目１２０５として指定される電力管理要素へと続いてもよい。２つの接続部は、電力管理
ユニットへの対応する入力接続部を有してもよく、ここで１２４０は、群の共通接地接続
部１２３０の連続部であってもよく、項目１２４５は、電池要素１２１３、バイアス接続
部１２３５の連続部であってもよい。したがって、個別の電池要素は、電力管理実体へと
接続してもよく、スイッチは、これが更なる要素へと接続する方法を制御してもよい。
【０１１９】
　１５個の多くのエネルギー印加ユニットの４つの群が、実際に全て並列方式で接続され
てもよく、同じ電圧状態の電池要素、及び１５のユニットの組み合わせた電池容量を有す
る、未処理の電池電力供給を生じる。電力管理ユニット（１２０５）は、１５個の要素（
１２１０～１２２４）のそれぞれを、このような並列方式で接続してもよい。電力管理要
素は、入力電力を精製及び変更して、一体型構成要素装置の残りに供給される、精製され
た電力出力を生じ得る。多くの電気精製が電力管理要素により行われてもよく、これは、
非限定的な意味において、全ての要素を標準的な精製電圧出力と適合するように調節する
工程、個別の要素の電圧を倍増させる工程、電池要素の組み合わせにより出力される電流
を調節する工程、及び他の多くのこのような精製を含む。
【０１２０】
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　１５個の要素の組み合わせに関し、どのような電力状態の調製が行われても、電力管理
ユニットの未加工の出力が、要素１２５０に示される相互接続層に接続されてもよい。こ
の電力供給部は、相互接続装置を通じて伝達され、一体型構成要素装置１２０６へと電気
的に送達されてもよい。
【０１２１】
　一体型受動装置要素１２０６内には、コンデンサが存在し得る。相互接続部１２５５か
らの未加工電力供給接続部は、未加工電力供給部の電圧状態へとコンデンサを充電するた
めに使用され得る。充電は能動要素により制御されてもよく、又はこれは単にコンデンサ
要素へと伝達されてもよい。コンデンサの生じる接続部はひいては、項目１２００の要素
１２６０として示されるように、積層一体型構成要素装置の第１電力供給状態として指定
され得る。コンデンサ内へのエネルギーの蓄積は、一体型受動的装置要素（この場合にお
いて項目１２０６として示される）において行われてもよいが、コンデンサは、電力管理
装置自体の一部として、又は電力管理装置から電力を引いている他の構成要素上に含まれ
てもよい。同様に、一体型受動装置内のコンデンサ、加えて、電力管理要素、及びエネル
ギー印加を有する積層一体型構成要素装置内に別の方法で電流を引く要素内のコンデンサ
の組み合わせが存在し得る。
【０１２２】
　複数のエネルギー印加ユニットにより供給される電力を調節するための多くの動機が存
在し得る。代表的な動機は、接続される構成要素の電力要件による場合がある。これらの
要素が、様々な電流条件を要求する異なる動作状態を有する場合、最も高い動作状態の電
流引き込みの電流引き込みが、コンデンサの存在により、緩衝され得る。したがって、コ
ンデンサは、はるかに多くの電流容量を貯蔵することができ、よって１５個の要素が所定
の時点で供給することができる。電流引き込み要素、ＩＰＤ（項目１２０６）のコンデン
サの性質の状態により、依然として、一時的な高い電流引き込み状態が生じ得る時間量の
制限が存在し得る。このような電流容量の引き込みの後、コンデンサは、再充電される必
要があるため、高電流引き込み状態の再発生の間に十分な時間必要であることもまた、明
らかであり得る。したがって、エネルギー印加ユニットの数、これらのエネルギー容量、
これらが接続する装置の種類、及びこれらのエネルギー印加要素によってエネルギーを供
給される素子、電力管理システム、及び一体型受動装置の設計電流要件に関連する多くの
異なる設計態様が存在し得ることが明らかであり得る。
【０１２３】
　多くのエネルギー印加ユニットの電圧供給態様
　多くのエネルギー印加ユニットを有する、積層一体型構成要素装置のいくつかの実施例
において、異なる直列及び並列接続部への電池の組み合わせは異なり得る。２つのエネル
ギー印加ユニットが、直列方式で接続されるとき、エネルギー印加要素の電圧出力が増加
し、より高い電圧出力を生じる。２つのエネルギー印加ユニットが並列方式で接続される
とき、電圧は同じであるが、電流容量が増加する。エネルギー印加要素の相互接続部は、
要素の設計へと配線されてもよいことが明らかであり得る。
【０１２４】
　しかしながら、要素は、動的に定義される異なる電力供給状態を定義するように、スイ
ッチング素子の使用により組み合わされてもよい。図１３に進み（項目１３００）、４つ
の異なるエネルギー印加要素の組み合わせの切替により、最大４つの異なる電圧供給部を
定義するための、スイッチの使用方法の例が示される。素子の数は、代表的な意味で示さ
れ、多くの異なる組み合わせが、本明細書における発明技術の範囲内の同様の技術を定義
することが、明らかであり得る。また、項目１３０１、１３０２、１３０３、及び１３０
４は、４つの異なるエネルギー印加要素の接地接続部を規定してもよく、又はこれらは図
１２の記載において示されたように、エネルギー印加要素の４つの異なる群の接地接続部
を表し得る。代表的な意味において、項目１３０５、１３０６、１３０７、及び１３０９
は、４つの示されるエネルギー印加要素のそれぞれにバイアス接続部を規定し、ここでバ
イアス接続部は、個別要素接地接続部１３０１、１３０２、１３０３、及び１３０４より
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も１．５ボルト高いことがある公称電圧状態を想定し得る。
【０１２５】
　図１３に示されるように、マイクロコントローラ（項目１３１６）が存在してもよく、
これは積層一体型構成要素装置内に含まれ、これはその様々な制御状態において、複数の
エネルギー印加ユニットが接続されて規定する、電力供給部の数を制御し得る。マイクロ
コントローラは、スイッチコントローラー（項目１３１５）に接続してもよく、マイクロ
コントローラからの制御信号レベルの変化を、スイッチング素子の状態変化へと指数付け
し得る。提示を容易にするため、項目１３１５の出力が、単一の項目１３９０として示さ
れる。この場合、この記号は、項目１３２０～１３８５として示される様々なスイッチへ
と向かう個別の制御ラインを表すことを意味する。本明細書における発明技術の趣旨と一
致する、多くのスイッチの種類が存在することがあるが、非限定的な意味において、スイ
ッチは、代表的な意味における、ＭＯＳＦＥＴスイッチであり得る。多くの機械的及び電
気的種類のスイッチ、電気信号によって制御され得る他のスイッチ種類が、本明細書にお
ける本発明の趣旨の範囲内の技術を含み得ることが明らかであり得る。
【０１２６】
　スイッチの制御は、項目１３００の回路による多くの異なる電圧状態を精製するために
使用され得る。最初の例として、スイッチは、項目１３１３として示される１．５ボルト
条件、及び項目１３１２として示される３ボルト条件の両方の、２つの異なる電圧条件が
存在するように構成されてもよい。これが生じるためには多くの方法が存在するが、例え
ば、各電圧条件に２つの異なる要素が使用される、以下の方法が記載される。１．５ボル
ト供給要素として、項目１３０１及び１３０２の接地接続部によって表される要素を組み
合わせることが想到され得る。これが生じるため（項目１３０５）には、第１エネルギー
印加要素のバイアス接続部は、１．５ボルト供給ライン（項目１３１３）に既に接続して
いることが示され得る。第２エネルギー印加要素バイアス接続部（１３０６）が、供給ラ
イン１３１３に接続するため、スイッチ１３４２は、接続状態にされ、一方でスイッチ１
３４３、１３４４及び１３４５は、未接続状態に構成されてもよい。第２エネルギー化要
素の接地接続部はここでは、スイッチ１３３０を作動することによって、接地線１３１４
に接続されて、第２の３ボルト供給ライン（項目１３１２）を画定し、第３要素１３０３
、及び第４要素１３０４の共通／接地接続部が、１．５ボルト供給ライン１３１３に接続
されてもよい。これが第３要素として実行されるために、スイッチ１３２１が作動されて
もよく、一方でスイッチ１３２０及び１３２２が切られてもよい。これにより、接続部１
３０３が、要素１３１３の１．５ボルト条件となり得る。この場合、スイッチ１３５０が
無効化されてもよい。第４要素に関し、スイッチ１３４０が作動されるべきである。スイ
ッチ１３４１もまた作動されてよいが、これが非作動のときは同じ条件が存在し得る。ス
イッチ１３７０は、接地線への接続が形成されないように、切られてもよい。
【０１２７】
　第３要素１３０７、及び第４要素１３０９のバイアス接続部はここで、３ボルト電力線
１３１３に接続されてもよい。第３要素接続部について、スイッチ１３６３が作動状態で
ある一方で、スイッチ１３６２、１３６４、及び１３６５は非作動状態であってもよい。
第４要素１３０９について、スイッチ１３８３が作動状態である一方で、スイッチ１３８
２、１３８４及び１３８５は、非作動状態であり得る。この接続部のセットは、４つのエ
ネルギー印加ユニットの代表的な使用を通じて、２レベル（１．５及び３ボルト）の大ま
かな電力供給条件を生じ得る。
【０１２８】
　図１３に例示される接続部（項目１３００）は、多くの異なる電力供給条件を生じるこ
とがあり、これらは４つのエネルギー印加要素、又はエネルギー印加要素の４つの群から
生じ得る。エネルギー印加要素の遥かに多くの接続部が、本明細書における発明技術と一
致し得ることが明らかであり得る。非限定的な意味において、２つのみのエネルギー印加
要素、又は積層一体型構成要素装置と一致し得るそれ以上の任意の数のものが存在し得る
。エネルギー印加要素の接地及びバイアス側の接続部を、並列及び直列接続部へと変換す
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るのと同様の概念が存在し、これは、個別のエネルギー印加要素電圧の、複数のエネルギ
ー印加電圧を生じることがあり（複数のエネルギー印加要素が同じ種類であるとき）、又
は電圧の組み合わせを生じることがある（異なる種類及び電圧の個別のエネルギー印加要
素が含まれる場合）。
【０１２９】
　図１３のスイッチングインフラストラクチャの使用の説明は、積層一体型構成要素装置
内にプログラミングされ、生じる装置の耐用寿命にわたって使用され得る、接続部のセッ
トを記載し得る。別の動的構成が存在し得ることが当業者には明らかであり得る。例えば
、積層一体型構成要素装置は、その電力供給部の数又は性質が、動的に変化する、プログ
ラミングされた動作モードを有してもよい。非限定的な代表的な意味において、図１３を
参照し、項目１３１０は、装置の電力供給ラインを表し、いくつかのモードにおいてこれ
は、スイッチ１３４５、１３６５、及び１３８５が非動作接続にあるときにそうであり得
るように、いずれのエネルギー印加要素接続部にも接続していない。この種類の他の構成
は、１つ又は２つ以上のスイッチ１３４５、１３６５、及び１３８５の１つ又は２つ以上
の接続を生じてもよく、項目１３１０の電力供給部の、規定されたエネルギー印加電圧を
生じる。特定の電圧の動的な作動はまた、後の非作動化、又は代わりに、別の動作エネル
ギー印加電圧への動的な変更を含み得る。積層一体型構成要素装置が、積層一体型構成要
素装置の他の要素へと静的及び動的に接続され得る、複数のエネルギー印加要素を含む場
合に、本明細書における発明技術による場合がある、非常に多様な動作構成が存在し得る
。
【０１３０】
　複数のエネルギー印加ユニットの自己試験及び信頼性態様
　エネルギー印加要素の性質は、要素が積層一体型構成要素装置に組み立てられたときに
、これらが初期、又は「時間ゼロ」故障の性質を有し得るか、又は代わりに、初期の機能
要素が使用中に故障する、経時故障し得る、故障モードを有し得る、態様を含み得る。複
数のエネルギー印加要素を備える、積層一体型構成要素装置の特性は、このような故障モ
ードを修正し、機能動作状態を維持することを可能にする、回路及び設計を可能にする。
【０１３１】
　図１２に戻り（項目１２００）、いくつかの自己試験及び修復構成が、代表的な意味に
おいて例示され得る。１５個の複数のエネルギー印加要素（１２１０～１２２４）が全て
並列方式で接続されて、各要素の標準的動作電圧に基いて１つの電力供給条件を画定する
構成を想定する。上記のように、これらの複数のエネルギー印加の組み合わせの性質は、
積層一体型構成要素装置が、自己試験を行い、エネルギー印加ユニットが欠陥を有してい
るか、又は損傷する場合に、修復することを可能にし得る。
【０１３２】
　図１４に進み、上記の構成を有する項目１４００を念頭におき、項目１４１０として示
されるエネルギー印加装置を通じて流れる電流を検出するために、感知素子が使用され得
る。その電流が標準値であり得る、積層一体型構成要素装置の条件を設定するために多く
の方法が存在し得る。代表的な意味において、装置は、「スリープモード」を起動するこ
とができ、休止時の電流引き込みは非常に低い値である。感知プロトコルは、抵抗性要素
を電力供給設置戻りラインに挿入するという単純なものであり得るが、磁気若しくは熱変
換器、又は電流メトロロジーを実行する他のいずれかの手段を含む電流測定のためのより
高度な手段が、本明細書における技術の趣旨と適合し得る。基準電圧と比較した、抵抗性
要素における電圧の降下によって示され得る電流の診断測定が、標準的な許容度を超える
ことが見いだされる場合、代表的な自己試験回路が続いて、エネルギー印加要素の１つが
、過剰な電流引き込み条件を生じているかどうかを判定してもよい。続いて、項目１４２
０で示される、原因を分離する１つの代表的な方法は、最初に、その接地戻りラインを切
断することにより、４つの群の１つを１つずつ分離して、循環させることであり得る。図
１２を再び参照し（項目１２００）、例えば、要素群１２１０、１２１１、１２１２、及
び１２１３が、分離される最初の群であり得る。接地線１２３０が切断され得る。項目１
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４３０により示されるように、分離の後に、同じ電流引き込みメトロロジーが次に、行わ
れ得る。感知される電流がここで、通常の電流引き込みに戻ると、この群において問題が
生じたことが示され得る。あるいは、電流が依然として特定の条件外のままであるとき、
論理的ループプロセスが次の群へと続き、項目１４２０に戻る。すべての群（この代表的
な場合においては４つの群）についてループした後、電流引き込みが依然として通常の許
容範囲外である場合があり得る。このような場合、自己試験プロトコルはその後そのエネ
ルギー印加要素の試験から出て、自己試験を中止するか、他のなんらかの可能な電流引き
込み事象について自己試験を開始し得る。この自己試験プロトコルの記載に当たり、代表
的なプロトコルは、本明細書における発明技術の概念を例示するために記載され、他の多
くのプロトコルが、故障している可能性がある個別のエネルギー印加ユニットの同様の分
離を生じ得ることが明らかであり得る。
【０１３３】
　代表的なプロトコルを進め、群が分離されたときに電流引き込みが通常の仕様に戻る場
合、次の分離ループが行われ得る。項目１４４０に示されるように、個別の群が再び起動
されてもよいが、４つの要素、例えば、１２１０、１２１１、１２１２、及び１２１３そ
れぞれが切断されたバイアス接続部を有してもよく、例えば、１２３５は、要素１２１３
のバイアス接続部を表し得る。また、要素が分離した後、電流引き込みが、項目１４５０
に図示されるように、再び感知され得る。要素の分離が、電流引き込みを通常の条件に戻
すと、この要素は欠陥があることを示され、電力供給システムから切断される。このよう
な場合、自己試験プロトコルは、項目１４６０を、その初期条件へと戻してもよく（欠陥
のある要素はここでは切断されている）、電流が仕様の範囲内にあることを再試験する。
【０１３４】
　要素１４４０及び１４５０によって示される第２ループプロセスが、電流が許容範囲の
値に戻らないまま、１つの群のすべてのエネルギー印加要素を経ると、ループは要素１４
４１に示されるように終了し得る。このような事象において、自己試験回路はその後進み
、群全体を電力供給システムから切断し、又はこれは異なる方法で群内の要素を分離して
もよいが、この実施例では示されない。多くのエネルギー印加ユニットのための自己診断
プロトコルを規定する多くの方法、及びこれらのプロトコルに基づいて生じるようにプロ
グラミングされた動作が存在し得る。
【０１３５】
　複数のエネルギー印加ユニットにおける同時的充電及び放電
　ここで図１５（項目１５００）に進み、複数のエネルギー印加要素を積層一体型構成要
素装置へと一体化することから生じ得る別の構成が見られる。複数のエネルギー印加要素
があり（項目１５１１～１５２４）、エネルギー印加要素を再充電するために有用であり
得る、積層一体型構成要素装置１５００内に要素が存在する場合、要素のいくつかを充電
し、要素の残りを同時に使用して機能している構成要素に電力を供給する能力が存在し得
る。
【０１３６】
　一実施例において、複数のエネルギー印加要素を含む、積層一体型構成要素装置は、装
置内に含まれるアンテナ１５７０からの無線周波信号を受信及び処理することができる場
合がある。いくつかの実施形態において、装置の環境から無線エネルギーを受信し、この
エネルギーを、電力管理装置（項目１５０５）に伝達するために有用である、第２アンテ
ナ（項目１５６０）が存在し得る。代表的な場合において、積層一体型構成要素装置のエ
ネルギー印加ユニットから電力を引き込み、かつ装置内の動作を制御する、マイクロコン
トローラ要素（項目１５５５）が含まれる場合がある。このマイクロコントローラ（１５
５５）は、プログラミングされたアルゴリズムを使用してこれへの入力情報を処理し、１
５個の要素（１５１１～１５２４）のエネルギー印加システムが、現在の装置機能の電力
要件をサポートするのに十分なエネルギーを有し得ることを判定し得る（電力管理装置の
供給制御回路（項目１５４０）に電力を供給するために、要素のサブセットのみが使用さ
れ、生じる電力が、この回路が画定する構成要素の残りに供給される）。残りの要素はそ
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の後、先に記載されたアンテナ１５６０によって受信される電力を受信し得る、電力管理
構成要素の充電回路（項目１５４５）に接続されてもよい。図１５（項目１５００）にお
いて、例えば、積層一体型構成要素装置は、複数のエネルギー印加要素の３つ、項目１５
２２、１５２３、及び１５２４が充電電子機器へと接続され得る状態に置かれる（例えば
、図示される形態では、項目１５２３は項目１１５０として）。同時に、残りの１２個の
要素（項目１５１１～１５２１）供給回路１５４０に接続されてもよい（例えば、要素１
５１１に関しては項目１５３０として示される）。この方法において、エネルギー印加を
有する積層一体型構成要素装置は、複数のエネルギー印加要素を使用して有効化されて、
要素が充電され、同時に放電するモードで動作する。この代表的な同時の充電及び放電モ
ードの記載は、複数のエネルギー印加要素が、エネルギー印加により積層一体型構成要素
装置内で複数の機能を実行するように構成され得る多くの方法の１つでしかなく、このよ
うな実施例が、可能であり得る構成の多様性を制限することを決して意図するものではな
い。
【０１３７】
〔実施の態様〕
（１）　複数のエネルギー印加要素を備える積層一体型構成要素装置であって、
　第１表面を含む第１層、及び第２表面を含む第２層であって、前記第１表面の少なくと
も一部が、前記第２表面の少なくとも一部の上にある、第１層及び第２層と、
　前記第１表面上の電気接触子と、前記第２表面上の電気接触子との間の少なくとも１つ
の電気接続部と、
　少なくとも１つの電気トランジスタであって、前記電気トランジスタは、前記積層一体
型構成要素装置に含まれる、電気トランジスタと、
　複数のディスクリートのエネルギー印加要素であって、前記ディスクリートのエネルギ
ー印加要素は、前記第１層及び前記第２層のいずれか、又は両方に含まれる、複数のディ
スクリートのエネルギー印加要素と、
　様々な電力供給条件を定義するために、前記エネルギー印加要素を組み合わせるように
構成されたスイッチング素子と、
　前記多数のエネルギー印加要素が接続されて定義する前記電力供給条件を制御するよう
に構成されたマイクロコントローラとを含む、積層一体型構成要素装置。
（２）　前記マイクロコントローラからの制御信号レベルの変化を、前記スイッチング素
子への状態変化へと指数付けするように構成された、スイッチコントローラーを更に含む
、実施態様１に記載の積層一体型構成要素装置。
（３）　複数のエネルギー印加要素を備える積層一体型構成要素装置であって、
　第１表面を含む第１層、及び第２表面を含む第２層であって、前記第１表面の少なくと
も一部が、前記第２表面の少なくとも一部の上にある、第１層及び第２層と、
　前記第１表面上の電気接触子と、前記第２表面上の電気接触子との間の少なくとも１つ
の電気接続部と、
　少なくとも１つの電気トランジスタであって、前記電気トランジスタは、前記積層一体
型構成要素装置に含まれる、電気トランジスタと、
　少なくとも第１及び第２ディスクリートのエネルギー印加要素であって、前記ディスク
リートのエネルギー印加要素は、前記第１層及び前記第２層のいずれか、又は両方に含ま
れる、ディスクリートのエネルギー印加要素と、
　前記エネルギー印加要素を通じて流れる電流を検出するように構成された感知素子を含
む自己試験回路であって、前記自己試験回路は、前記エネルギー印加要素の１つが、過剰
な電流引き込み条件を生じているかどうかを判定するように構成される、自己試験回路と
を含む、積層一体型構成要素装置。
（４）　前記自己試験回路は、抵抗要素を通じた電圧降下を、基準電圧と比較するように
構成されている、実施態様３に記載の積層一体型構成要素装置。
（５）　前記自己試験回路は、エネルギー印加要素の複数の群のそれぞれを、前記群の接
地戻りライン（ground return line）を切断することによって、一度に１つずつ周期的に
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分離し、前記電流引き込みが減少するかどうかを判定することによって、前記過剰な電流
引き込み条件の原因を分離するように構成されている、実施態様３又は４に記載の積層一
体型構成要素装置。
【０１３８】
（６）　前記自己試験回路は、前記群が分離されたときに、前記電流引き込みが通常の仕
様に戻る場合、更なる分離ループを実行するように構成され、前記自己試験回路は、前記
群内の各エネルギー印加要素のバイアスを切断し、各エネルギー印加要素が分離された後
の前記電流引き込みを感知するように構成されている、実施態様５に記載の積層一体型構
成要素装置。
（７）　前記自己試験回路は、前記電流引き込みが許容可能な値に戻らないまま、前記更
なる分離ループが、前記群内の前記エネルギー印加要素全てに関して進められた場合、電
力供給システムから前記群全体を無効化するように構成されている、実施態様６に記載の
積層一体型構成要素装置。
（８）　前記自己試験回路は、前記エネルギー印加要素の分離により前記電流引き込みが
通常の状態に戻る場合、前記エネルギー印加要素を前記電力供給システムから切断するよ
うに構成されている、実施態様６又は７に記載の積層一体型構成要素装置。
（９）　前記ディスクリートのエネルギー印加要素は、２００μｍ未満の厚さを有する、
実施態様１～８のいずれかに記載の積層一体型構成要素装置。
（１０）　第１電気的共通接続部であって、前記第１電気的共通接続部は、前記第１ディ
スクリートのエネルギー印加要素の前記接地接続部と接触する、第１電気的共通接続部と
、
　前記第２ディスクリートのエネルギー印加要素の前記接地接続部と接触する、第２電気
的共通接続部と、
　前記第１ディスクリートのエネルギー印加要素の前記バイアス接続部と接触する、第１
電気バイアス接続部と、
　前記第２ディスクリートのエネルギー印加要素の前記バイアス接続部と接触する、第２
電気バイアス接続部と、を更に含む、実施態様１～９のいずれかに記載の積層一体型構成
要素装置。
【０１３９】
（１１）　前記第１電気的共通接続部が、前記第２電気的共通接続部と電気的に接続され
て、少なくとも２つの前記エネルギー印加要素のための単一の共通接続部を形成する、実
施態様１０に記載の積層一体型構成要素装置。
（１２）　前記第１電気バイアス接続部が、前記第２電気バイアス接続部と電気的に接続
されて、前記少なくとも２つのエネルギー印加要素のための単一のバイアス接続部を形成
する、実施態様１１に記載の積層一体型構成要素装置。
（１３）　前記第１電気バイアス接続部は、第１集積回路の第１電力供給入力部に電気接
続されており、
　前記第２電気バイアス接続部は、第１集積回路の第２電力供給入力部に電気接続されて
いる、実施態様１０に記載の積層一体型構成要素装置。
（１４）　前記第１集積回路は、第１出力電力供給部を生成し、
　第２集積回路は、前記第１出力電力供給部に電気接続されている、実施態様１３に記載
の積層一体型構成要素装置。
（１５）　前記第１集積回路は、少なくとも第１スイッチと、前記第１電力供給入力部、
及び前記第２電力供給入力部とを組み合わせて、第１出力電力供給部を生成し、前記第１
出力供給部は、前記第１エネルギー印加要素及び前記第２エネルギー印加要素と同じ電圧
能力（voltage capability）を有し、
　前記第１出力供給部は、前記第１エネルギー印加要素及び前記第２エネルギー印加要素
の、組み合わせた電流能力を有する、実施態様１４に記載の積層一体型構成要素装置。
【０１４０】
（１６）　前記第１集積回路は、少なくとも第１スイッチと、前記第１電力供給入力部、
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及び前記第２電気的共通接続部とを組み合わせて、第１出力電力供給部を生成し、前記第
１出力供給部は、前記第１エネルギー印加要素及び前記第２エネルギー印加要素の少ない
方の電流能力（electrical current capability）と等しい電流能力を有し、
　前記第１出力供給部は、前記第１エネルギー印加要素及び前記第２エネルギー印加要素
の、組み合わせた電気バイアスを有する、実施態様１４に記載の積層一体型構成要素装置
。
（１７）　前記第１層及び前記第２層からの全ての電気接続部が、前記積層一体型構成要
素装置のいずれの外部有線接続部とも接続されていない、実施態様１４に記載の積層一体
型構成要素装置。
（１８）　前記積層一体型構成要素装置内の、ディスクリートのエネルギー印加要素の数
が、４つ以上である、実施態様１～１７のいずれかに記載の積層一体型構成要素装置。
（１９）　複数のエネルギー印加要素の組み合わせとして形成される未加工電力供給部（
raw power supplies）の数は、２つ以上である、実施態様１～１８のいずれかに記載の積
層一体型構成要素装置。
（２０）　複数のエネルギー印加要素の組み合わせとして形成された少なくとも第１未加
工電力供給部は、容量性要素に接続されている、実施態様１～１９のいずれかに記載の積
層一体型構成要素装置。

【図１】 【図２】
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